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（目的） 

第１条 この要綱は、別に定めるもののほか、本市が発注する建設工事の請負契約及び

建設工事に係る業務の委託契約を、地域要件等の条件を付した一般競争入札（以下「制

限付一般競争入札」という。）の方法により実施するに当たり、必要な事項を定めるも

のとする。 

（対象契約） 

第２条 制限付一般競争入札の方法により締結する建設工事の請負契約及び建設工事に

係る業務の委託契約は、原則として本市が発注する全ての建設工事の請負契約及び建



設工事に係る業務の委託契約（以下「対象契約」という。）とする。 

（入札参加資格） 

第３条 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号。以下「令」という。）第 167条の５

の２の規定により定める制限付一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札

参加資格」という。）は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要がないと認める

場合は、第９号から第 11号までに掲げる規定の適用を除外することができる。 

⑴ 長崎市契約規則（昭和 39年長崎市規則第 26号。以下「規則」という。）第 2条第

1項に規定する者（同項後段の規定により読み替えて適用する者を含む。）に該当し

ない者及び同条第 2項各号に該当しないと認められる者であること。 

⑵ 長崎市建設工事等競争入札参加者の資格審査及び選定要綱（昭和 55年 8月 1日施

行）第 11条に規定する有資格業者名簿に登録されている者であること。 

⑶ 長崎市競争入札参加資格者指名停止措置要領（平成７年 11月７日施行）及び長崎

市各種契約等における暴力団等の排除措置に関する要綱（平成 24年長崎市告示第 85

号）の規定による指名停止措置の期間中でない者並びに長崎市事業所実態調査実施

要領（平成 16年長崎市告示第 305号）及び長崎市元請・下請関係適正化指導要綱（平

成 24年長崎市告示第 829号）の規定による入札参加制限措置の期間中でない者であ

ること。 

⑷ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申

立て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続開

始の申立てがあった者（更生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定

が確定された者（建設工事に係る有資格業者にあっては、更正手続開始又は再生手

続開始の決定日以後を審査基準日とする経営事項審査を受け、本市の入札参加資格

審査申請書を再度提出し、その審査を経て有資格業者として認定された者に限る。）

を除く。）でないこと。 

⑸  会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 475 条若しくは第 644 条の規定に基づく清算

の開始又は破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条若しくは第 19 条の規定に基づ

く破産手続開始の申立てがあった者でないこと。 

⑹ 建設業法（昭和 24年法律第 100号）の規定に基づく直接的かつ恒常的な雇用関係

にある監理技術者又は主任技術者（建設工事に係る業務の委託契約に係る入札の場

合にあっては、当該入札に係る公告において定める当該業務に関する管理技術者(専

門技術者を含む。)及び照査技術者）を配置できる者であること。 

⑺ 同一入札に参加しようとする者のうちに、資本・人的関係がある者が含まれてい

ない者であること。 

⑻ 建設工事の請負契約に係る制限付一般競争入札を執行する場合において、市長が

別に定める制限付一般競争入札発注基準（総合数値等）を満たす者であること。  

⑼ 市長（長崎市事務決裁規程（昭和 41年長崎市訓令第４号）の規定により入札を執

行する権限を有する者を含む。次号から第 12号までにおいて同じ。）又は上下水道事

業管理者（長崎市上下水道局事務決裁規程（昭和 42年長崎市水道局規程第 10号）の

規定により入札を執行する権限を有する者を含む。次号から第 12 号までにおいて同

じ。）が同日に執行した他の対象契約（建設工事の請負契約に係る入札を執行する場

合にあっては他の建設工事の請負契約を、建設工事に係る業務の委託契約に係る入札

を執行する場合にあっては他の建設工事に係る業務の委託契約をいう。次号において

同じ。）に係る制限付一般競争入札において落札をした者（この号の規定の適用を除

外した対象契約に係る制限付一般競争入札において落札した者を除く。）でないこと。 

⑽ 開札日の前日から起算して 10日前に当たる日から開札日の前日までの期間に市長

又は上下水道事業管理者が執行した他の建設工事に係る業務の委託契約の制限付一

般競争入札において落札をした者（この号の規定の適用を除外した建設工事に係る



業務の委託契約の制限付一般競争入札において落札した者を除く。）でないこと。 

⑾ 同一年度中に市長又は上下水道事業管理者が執行した建設工事の請負契約に係る

制限付一般競争入札において、６件以上（長崎市特定建設工事共同企業体実施要綱

（平成９年長崎市告示第 59号）第２条に規定する共同企業体による施工対象工事に

参加する場合にあっては、７件以上）の落札をした者でないこと（この号の規定の

適用を除外した建設工事の請負契約に係る制限付一般競争入札において落札した場

合を除く。）。 

⑿ 開札日の前日から起算して１月前に当たる日から開札日までの期間に市長又は上

下水道事業管理者が執行した建設工事の請負契約に係る制限付一般競争入札におい

て、１件の落札価格（消費税及び地方消費税に相当する額を加算した額をいう。）（落

札者が共同企業体の構成員の場合にあっては、落札価格を当該構成員の共同企業体

への出資比率に応じて按分した額）が１億５千万円以上の落札をした者でないこと。 

２ 市長は、前項に定めるもののほか、対象契約ごとに次の各号に定める事項に係る入

札参加資格を定めることができるものとする。 

 ⑴ 地域区分 

 ⑵ 同種・類似工事の施工実績 

 ⑶ 所在地 

 ⑷ 工事成績 

 ⑸ 配置予定の技術者 

 ⑹ その他市長が必要と認める事項 

（制限付一般競争入札の公告） 

第４条 市長は、令第 167 条の６の規定により、制限付一般競争入札の公告を行うもの

とする。 

（入札参加申請） 

第５条 制限付一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加希望者」という。）

は、制限付一般競争入札参加申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）を市長に

提出しなければならない。 

２ 規則第 11 条による電子入札（以下単に「電子入札」という。）を行う場合は、申請

書に代えて参加申請に必要な事項を電子的方式により作成し、提出しなければならな

い。ただし、特別な理由により市長がやむを得ないと認める者は、別に定める方式に

より提出するものとする。 

３ 市長は、対象契約の規模、内容等により必要と認められる場合には、次に掲げる書

類を申請書に添えて提出させることができる。 

⑴  施工（履行）実績等調書（第２号様式）及び施工（履行）の実績を証明するもの 

⑵ その他市長が必要と認めるもの 

４ 前各項の申請に係る費用は、入札参加希望者の負担とし、提出された書類等は、返

却、公表及び無断での他の用途への使用は行わないものとする。 

（入札参加資格の確認） 

第６条 市長は、前条第１項及び第２項ただし書の規定による申請書の提出があったと

きは、入札参加資格の有無について確認を行い、入札参加資格を有しないと認めた者

については、制限付一般競争入札参加資格確認通知書（第３号様式）により通知する

ものとする。 

２ 市長は、前条第２項の規定による提出があったときは、入札参加資格の有無につい

て確認を行い、その結果を入札参加希望者に対し、電子情報処理組織により通知する

ものとする。 

（設計図書等の周知） 

第７条 市長は、入札参加資格を有する者（以下「入札参加資格者」という。）に対して、



対象契約に係る図面及び仕様書等（以下「設計図書等」という。）を複写して交付する

等の方法により周知を図るものとする。 

２ 入札参加資格者は、設計図書等について疑義があるときは、市長に対し説明を求め

ることができる。 

（現場説明） 

第８条 対象契約については、現場説明を実施しないものとする。 

（入札の方法） 

第９条 対象契約について、電子入札案件以外の入札を行う場合は、郵便による入札と

する。 

２ 入札については、入札書（電子的方式により作成されたものを含む。）の受領期限を

定めなければならない。 

（入札回数等） 

第１０条 入札執行回数は１回とし、落札者がないときは、制限付一般競争入札を取り

やめるものとする。 
（最低制限価格の設定） 

第１１条 市長は、制限付一般競争入札により対象契約を締結しようとする場合におい

ては、当該対象契約の内容に適合した履行を確保するため、最低制限価格を設けるこ

とができる。 

（入札の無効） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とするものとする。 

⑴ 申請書（第５条第２項の規定により電子的方式により作成し、提出されたものを

含む。）又は提出資料において虚偽記載があった者のした入札 

⑵ 入札に参加する者に必要な資格のない者（入札参加申請後、当該資格を有しなく

なった者を含む。）のした入札及び入札に関する条件に違反した入札 

⑶ 予定価格を上回る価格での入札 

⑷ 最低制限価格未満の価格での入札 

⑸ 入札金額を訂正した入札 

⑹ 入札金額が確認できない入札 

⑺ 電子入札による入札において、規則第 11条の規定による提出がなされていない入

札 

⑻ 次条に規定する工事（業務）費内訳書が到達していない入札 

⑼ 規則第 12条の規定に該当する入札 

⑽ 本市所定の入札書を使用しない入札 

⑾ その他市長が別に定める要件に該当する入札 

（工事（業務）費内訳書の提出） 

第１３条 入札参加資格者は、対象契約の入札に際し、別に定める工事（業務）費内訳

書に必要な事項を記載し、提出しなければならない。 

（共同企業体への適用） 

第１４条 対象契約の規模、内容等により、長崎市特定建設工事共同企業体実施要綱（平

成９年長崎市告示第 59号）に基づく共同企業体での入札及び契約が適当と認められる

場合は、共同企業体であることを入札参加資格とすることができる。 

（申請書の提出期限の短縮又は延長） 

第１５条 市長は、必要と認める場合は、申請書の提出期限を短縮し、又は延長するこ

とができる。 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定めるものとする。 

 



   附 則（平成 14年４月１日告示第 184号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成 16年４月 26日告示第 202号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成 16年７月２日告示第 308号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成 17年４月 19日告示第 243号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則 (平成17年９月14日告示第479号) 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の長崎市一般競争入札試行要綱及び改正後の長崎市制限付一般競争入札試行

要綱の規定は、この要綱の施行の日以後の公告に係る入札から適用し、同日前の公告

に係る入札については、なお従前の例による。 

   附 則（平成 18年３月 30日告示第 209号） 

 この要綱は、平成 18年４月１日から施行する。 

   附 則（平成 19年３月 30日告示第 237号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 19年４月１日から施行する。 

 （長崎市一般競争入札試行要綱等の廃止） 

２ 次に掲げる要綱は、廃止する。 

⑴ 長崎市一般競争入札試行要綱（平成９年長崎市告示第 57号） 

⑵ 長崎市公募型指名競争入札試行要綱（平成９年長崎市告示第 58号） 

   附 則（平成 19年６月 20日告示第 458号）（抄） 

 この要綱は、平成 19年７月１日から施行する。 

  附 則（平成 20年５月 14日告示第 386号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成 21年３月 27日告示第 166号） 

この要綱は、平成 21年４月１日から施行する。 

附 則（平成 22年３月 23日告示第 146号） 

この要綱は、平成 22年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23年１月 27日告示第 40号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成 24年２月 20日告示第 85号）（抄） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成 24年３月 21日告示第 148号） 

 この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定並びに第３

条第１項第４号及び第 10号の改正規定は、告示の日から施行する。 

附 則（平成 26年７月７日告示第 462号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成 26年 11月 26日告示第 673号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 26年 12月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の長崎市建設工事等制限付一般競争入札実施要綱第３条第１項第９号及び第

10号の規定は、この要綱の施行の日以後の公告に係る入札から適用し、同日前の公告



に係る入札については、なお従前の例による。 

附 則（平成 27年 10月 9日告示第 639号）抄 

 （施行期日） 

１ この要領は、告示の日から施行する。 

附 則（平成 28年３月 10日告示第 128号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（平成 30年３月 29日告示第 146号） 

 この要綱は、平成 30年 4月１日から施行する。 

附 則（平成 31年３月 27日告示第 158号） 

 この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。 

附 則（平成 31年４月 26日告示第 276号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和元年９月 25日告示第 571号） 

 この要綱は、令和元年 10月１日から施行する。 

附 則（令和元年 10月 30日告示第 646号） 

 この要綱は、令和元年 11月１日から施行する。 

附 則（令和２年２月 10日告示第 13号） 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月６日告示第 197号） 

 この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

附 則（令和２年１０月 30日告示第 606号） 

 この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月 25日告示第 199号） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月５日告示第 317号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和４年３月７日長崎市告示第 104号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の長崎市建設工事等制限付一般競争入札実施要綱の規定は、この要綱の施行

の日以後に開札する制限付一般競争入札から適用し、同日前に開札する制限付一般競

争入札については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月 28日告示第 152号） 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月 30日告示第 126号） 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月 27日告示第 200号） 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月３日長崎市告示第 116号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の次に掲げる要綱に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして

使用することができる。 

 ⑴ 長崎市優秀工事表彰要綱 

 ⑵ 長崎市建設工事等制限付一般競争入札実施要綱 



 ⑶ 長崎市物品調達等制限付一般競争入札実施要綱 

 ⑷ 長崎市プロポーザル方式実施要綱 

 ⑸ 長崎市オープンカウンタ実施要綱 

 ⑹ 長崎市元請・下請関係適正化指導要綱 



 第１号様式（第５条関係）  

                               年  月  日  

 

  （あて先）長 崎 市 長       

 

                   入札参加希望者  

                    住  所  

                    商  号  

                    代表者             

 

           制限付一般競争入札参加申請書 

 

  次の工事（業務）に係る入札に参加したいので、長崎市建設工事等制限付一般競

争入札実施要綱第５条の規定により、申請いたします。  

  なお、この申請書の内容については、事実と相違ないことを誓約いたします。  

 

１  公 告 日        年   月   日  

 

２  工 事（業務）名 

 

３ 発 注工 種（業種） 

 

 

 

 



第２号様式（第５条関係）
  　　年　　月　　日

（あて先）長崎市長

商 号

代 表 者

１． 参加申請工事(業務)名

2． 会社としての施工（履行）実績（参加資格条件としている場合のみご記入ください。）

工事(業務) 名

工事(履行)場所

発  注  者  名

請負(委託)金額

工事(履行)期間

発  注  形  態
（ 単 体  /  J  V ）

工事(業務）内容

（注意事項）
1

2
3

3． 配置予定技術者の資格・施工（履行）実績（参加資格条件としている場合のみご記入ください。）

　 （　　　年　　　月　　　日生）

　

工事（業務)名

工事（履行)場所

発　注　者　名

請負（委託）金額

工事（履行）期間

発   注   形   態
（ 単 体  /  J  V ）

（注意事項）
1

2

3

氏名・生年月日

施　工　(履 行)  実　績　等　調　書

過去10年間に国、地方公共団体等により発注され完成した工事（業務）の中で、本案件の参加資格要件を満
たす工事（業務）について記入してください。

工
事

(

業
務

)

概
　
要
　
等

確認書類として登録内容確認書等、工事（業務）内容が確認できる書類を添付ください。

工事（業務）内容

専任技術者が必要な工事における技術者は、営業所専任技術者や他の工事の技術者を兼ねることはできま
せん。また、同一技術者で複数の案件に参加されても結構ですが、先に開札された工事を落札した時点で、
本工事に本人又は他の技術者を建設業法の規定に基づき配置できない場合は、直ちに入札辞退届を提出し
てください。（対象業務の場合は、除く。）

取得年月日　　　年　　月　　日　（NO　　　　　　　　　　）

工
事

(

業
務

)

概
　
要
　
等

過去10年間に国、地方公共団体等により発注され完成した工事（業務）の中で、当該配置予定技術者が配置
された本案件の参加資格要件を満たす工事（業務）について記入してください。

記載内容については、事実と相違ないことを誓約します。

確認書類として免許を証明できる書面の写しに加え、登録内容確認書等、配置予定技術者が当該工事（業
務）を施工（履行）したことが確認できる書類及び雇用関係が分かる書類を添付ください。

法令等による免許

共同企業体の構成員としての実績の場合は、協定書の写しを添付してください。



第３号様式（第６条関係）  

                           第    号  

                           年  月  日  

 

  商  号  

  代表者         様  

 

 

                     長崎市長          

 

 

         制限付一般競争入札参加資格確認通知書  

 

   年  月  日付の制限付一般競争入札参加申請書により申請がありました

次の工事（業務）に係る制限付一般競争入札参加資格について、確認しましたの

で通知します。  

 
 
 

 

 

 公 告 日        

 

 

         年   月   日  

 

 

 

 

工事（業務）名 

 

 

 

 

 制 限 付 

一般競争入札        

 参  加  資  格  

 

 

    無  

 

入札参加資格がな

 い と 認 め た 理 由         

 

 

 

   

 

 


